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第１章 計画の策定にあたって 

１ 策定の趣旨 

広島県の新たな総合計画「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」が，令和３年度からスタート

します。 

このビジョンでは，「将来にわたって，「広島に生まれ，育ち，住み，働いて良かった」と心

から思える広島県の実現」を基本理念とし，「県民一人一人が「安心」の土台と「誇り」により，

夢や希望に「挑戦」しています」を目指す姿に掲げています。 

このうち，「「安心」の土台」について，県では，様々な分野で幅広い観点から取組を進めて

いきますが，その中に，多様性を認め合い，支え合う地域共生社会を推進していくことと，安全・

安心な広島県の実現に向けた取組があります。 

この計画において取り組む，犯罪・非行をした者の社会復帰に向けた支援，いわゆる“更生支

援”も，こうした取組の一つに位置付くものです。 

近年，広島県では，刑法犯検挙者が減少傾向にある一方で，刑法犯検挙者に占める再犯者の割

合は継続して５割を超えています。犯罪・非行をした者の現状を見ると，高齢，疾病，貧困等を

抱え，さらに受刑による社会との隔絶も重なるなど，様々な生活上の困難，生きづらさを抱えて

いる者も少なくありません。国においても，刑事施設や地方検察庁に福祉の専門職が配置される

など，刑事司法分野と福祉分野の連携が進められてきましたが，県行政がどのような役割を担う

べきか明確になっていませんでした。 

こうした中，地域社会における息の長い支援の必要性が認識され，平成 28(2016)年度に再犯防

止推進法が施行されるなど，県・市町における取組の強化が求められてきました。 

この度，これまで県・市町や民間団体など様々な主体が，それぞれの立場で行ってきた取組や

課題を踏まえ，県として，目指す姿をお示しするとともに，更生支援の取組の方向をまとめまし

た。 

今後，関係機関や支援者等と連携しながら，更生支援に取り組み，地域で支え合う地域共生社

会と安全・安心な広島県の実現を目指します。 
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２ 計画の位置付け 

再犯の防止等の推進に関する法律※（平成 28年法律第 104号）第８条に基づく県計画 

      ※文中「再犯防止推進法」と記載 

 

３ 計画期間 

    令和３(2021)年度～令和７(2025)年度（５年間） 

 

４ 計画の対象 

犯罪・非行をした者とその家族，犯罪・非行をした者の立ち直りに関わる者，及び犯罪・非行

をした者を取り巻く社会の全ての構成員 

 

５ 考慮が必要な社会情勢の変化 

   ○ 人口減少，少子・高齢化，地域コミュニティの希薄化 

人口減少，高齢化，未婚率の増加等により，今後，単身・高齢者のみの世帯の増大が見込ま

れ，地域社会において，犯罪・非行をした者が，抱える課題に気づかれず，孤立を強めるおそ

れがあります。 

   ○ 生活・就労環境の急激な変化 

生活・就労環境におけるデジタル技術の浸透や，新型コロナウィルス感染症による生活様式

の見直しなど，社会環境の変化が進むことが見込まれますが，受刑に伴い社会と隔絶する者に

とっては順応する難しさが高まることが懸念されるとともに，支援する側も変化に対応してい

く必要があります。 

   ○  更生支援に対する社会の関心の低下 

平成 30（2018）年に内閣府が行った「再犯防止対策に関する世論調査」によると，「犯罪を

した人の立ち直りに協力したいと思う」人の割合は，53.5％と，平成 25(2013)年の調査から

5.6ポイント低下しており，社会の興味・関心，協力意欲の低下が懸念されています。 

 

（法制度面） 

    ○ 平成 27(2015)年：生活困窮者自立支援制度開始 

    ○ 平成 28(2016)年：再犯防止推進法成立・施行 

    ○ 令和２(2020)年：社会福祉法改正(地域共生社会の実現に向けた市町体制の構築支援等) 

 

 

 



 

4 

社会の理解促進・
支援基盤の強化

生活上の基本ニーズの
確保・回復

社会参画の実現
将来の
目指す
社会像

(本人・周囲の人) (本人) （本人）
再犯者の
減少

衣食住が安
定する者の
増加

修学できる状
態にある者の

増加

就労できる
状態にある
者の増加

就労者の
増加

周囲の人と
のつながりの
維持・構築

相談する人
の増加

（環境） （環境）（環境）

犯罪をしない
期間が長い
者の増加（就労以外）

支援，選択
肢の増加

修学する機
会の増加

働く場，選
択肢の増加

犯罪傾向が
進まない者
の増加

・一般就労
・福祉的就労

(本人・周囲の人) (本人) (本人)

社会参画す
る者の増加

社会の関心・
理解の向上

支援の担い
手の維持・
増加

相談する人
の増加

健康が回復
している者の

増加

反社会的グ
ループとの関係
を断つ意欲のあ
る者増加

参画できる
状態にある
者の増加

・地域の活動
・趣味など（環境） （環境） （環境）

反社会的グ
ループとの関係
を断つ支援の増

加

参画できる
場の増加

関係機関の
連携の増加

支援，選択
肢の増加

※別途

【国】

矯正・

保護観察

処遇

 ６ 基本的な考え方 

⑴ 取組の推進にあたっての基本的な考え方 

再犯防止推進法に掲げる「基本理念」及び国の「再犯防止推進計画」に掲げる「基本方針」

を踏まえて取り組みます。 

〔国の再犯防止推進計画の基本方針の概要〕 

① 「誰一人取り残さない」社会の実現に向け，国・地方公共団体・民間の緊密な連携協力

を確保して再犯防止施策を総合的に推進すること。 

② 刑事司法手続きのあらゆる段階で切れ目のない指導及び支援を実施すること。 

③ 犯罪被害者等の存在を十分に認識し，犯罪をした者等に犯罪の責任や犯罪被害者の心情

等を理解させ，社会復帰のために自ら努力させることの重要性を踏まえて実施すること。 

④ 犯罪等の実態，効果検証・調査研究の成果等を踏まえ，社会情勢等に応じた効果的な施

策を実施すること。 

⑤ 再犯防止の取組を広報するなどにより，広く国民の関心と理解を醸成すること。 

⑵ 施策体系（計画の構成） 

この計画の施策体系（計画の構成）は次のとおりです。 

項目 小項目 

１ 社会の理解促進・支援基盤の強化 
⑴ 社会の理解促進 

⑵ 支援基盤の強化 

２ 生活上の基本ニーズの確保・回復 
⑴ 住居等の確保 

⑵ 保健医療・福祉サービスの利用支援等 

３ 社会参画の実現 
⑴ 就労に向けた支援 

⑵ 修学等の支援 

施策体系の検討にあたっては，現状・課題のほか，「将来の目指す社会像」の実現に向けて

必要となる要素について，次のとおり検討した内容を踏まえたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 参考：法務総合研究所研究部報告 59「再犯防止等に関する研究」における受刑者調査「再犯しなかった理由」等 
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７ 将来の目指す社会像 

犯罪・非行をした者が，社会復帰への意欲を持ち，地域社会の理解と協力を得て，将来への希

望を持って立ち直りに取り組むことができ，再び社会を構成する一員となり，犯罪被害者を生み

出さない社会。 

 

【説明文】 

犯罪・非行をした者が，社会復帰への意欲を持ち・・・・・・・・・・① 

地域社会の・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・② 

理解と協力を得て・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・③ 

将来への希望を持って立ち直りに取り組むことができ・・・・・・・・④ 

再び社会を構成する一員となり，犯罪被害者を生み出さない社会・・・⑤ 

 

① 犯罪・非行をした者（刑法及び特別刑法により検挙された者，及び非行により 

検挙された者）が，自らの犯罪責任を自覚し，犯罪被害者の心情を理解した上で， 

社会復帰への意欲を持ち， 

② 家族のほか，保護司，民生委員・児童委員等の身近な支援者・団体，社会生活 

を営む上で必要な住居・雇用の関係者，保健医療・福祉サービス，教育の提供者・ 

機関，行政機関など犯罪・非行をした者の立ち直りに関わる者，及び犯罪・非行 

をした者を取り巻く社会の全ての構成員から, 

③ 高齢，疾病，貧困，障害，厳しい成育環境等，生活における様々な困難（生き 

づらさ）に対する配慮や支援が受けられず，または不十分なため，その生きづら 

さが間接的・直接的な原因となって犯罪・非行に至ったという背景や，立ち直り 

への意欲を持ち，努力している状況にあることが理解され，生きづらさや立ち直 

りに必要な配慮や様々な支援を受け， 

④ 立ち直りに向けて，修学の機会や知識・技能の習得による就労の機会などがあ 

り，地域社会において自立した生活が営めるという将来への明るい見通しを持っ 

て立ち直りに取り組むことができ， 

⑤ 地域社会において生活基盤を持ち，社会参画を果たしている。また，これに 

よって，繰り返し犯罪を行う者が減少することにより，犯罪被害を受ける人も減 

少している社会。 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 状 

将来の目指す
社会像 

ギャップ
の認識 

ギャップを 
埋める取組 
（計画） 
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８ 注視する指標 

「将来の目指す社会像」に近付いているかを検証していくため，各施策の項目に設定する成果指標

と合わせて，次の指標の推移を注視していきます。 

指標※１ 
現状値（Ｈ30） 

広島県 全国 

⑴刑法犯検挙者数 4,440人※２ 206,094 人 

うち，再犯者数（再犯者率） 
2,275人 

（51.2%） 

100,601 人 

（48.8%） 

⑵刑事施設入所者数 262人※３ 14,434 人 

うち，犯罪時に無職である数（割合） 
167人 

(63.7％) 

9,240人 

(64.0％) 

⑶刑事施設入所者のうち，再入所者数 159人※３ 8,425人 

うち，前刑出所時に 

帰住先が「なし・不詳」である数（割合） 

40人 

（25.2%） 

1,773人 

（21.0%） 

※１ 出典：⑴法務省大臣官房調査，⑵⑶法務省矯正局調査 

※２ 広島県警が検挙した者の状況 

※３ 犯罪時の住居が広島県であった者の状況 

 

９ 計画のマネジメント 

  ○ 施策体系の項目にある「取組の方向」，及び「成果指標」を毎年度点検し，進捗状況の点検を

行うとともに，国や民間の関係機関等で構成する「広島県再犯防止推進連絡会議」において意見

聴取や情報共有を行い，必要な改善を図りつつ施策を推進していきます。 

  ○ 「広島県地域福祉支援計画」や「『減らそう犯罪』第５期ひろしまアクション・プラン」など，

関連する県の他計画と連携・整合を図りながら推進します。 

 

 

 

 

 


